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〈研 究 要 旨〉

　民 営 化 に よ っ て 生 まれ 変 わ っ た 日 本 電信 電話 株式 会 社 （通 称 NTT ）は ，形態 は株式

会社 に な っ た もの の
，

一
般 的 な営利 企 業 と は 異 な る 点 を 多 く抱 えて い る ．そ れ らは 主

に ，公益 事業で ある とい う企 業形態の 問題 と，ネ ッ トワ ーク ・ビ ジ ネ ス で あ る とい う

事業特性か ら生 じる もの だ と晉わ れ て い る．こ の よ うな事情 を もつ 企 業 が ，組 織効率

の 向上 の ため と い うキ ャ ッ チ フ レ ーズ の もとに典型 的 な事業部制 マ ネジ メ ン ト
・

コ ン

トロ ール ・シ ス テ ム を採用 した 結果 と して ，い ろ い ろ と問題 を抱 える こ と に な っ た ，

　本稿は ，同社の 事業部制 マ ネジ メ ン トに 内在す る 主 要 な問題 を浮 き彫 りに し，そ れ

らの 基礎 に あ る本質的な問題 を整 理す る こ と を目的 とす る も の で あ る ．

　第 1節で ，問題 意識 を明確 に した うえ で ，第2 節 で は NTT の 事業部制 の 特性 を理解

す るた め に ，
い わ ゆ る米匐型 の オ

ー
ソ ドッ クス な事業 部 制 が 備 え る べ き基 本 的要件を

確認 す る．そ して ，  本社 と事 業部 と の 間 に資本運 用 に関 す る包括 的 な権 限委譲 が あ

る こ と，  ．本社 に よ る 調整 ・管理 の 主 目的は
， 資本運用 に 関 する H 標斉合性 を達 成す

る こ と で あ り，   企業 内 に 市 場 原理 を導入 す る も の で あ る こ と
，

と い う3 つ の 要件 に

注意 を向ける ．第 3 節で は
，
NTT の 事業部制組織 の 構造 と事 業部収支 の 実態 お よ び ，

収支 に 大 きな影響 を与 え る電気通信料金 制度 に つ い て 言及す る ，第 4 節 で は ， 利益 の

要 素で あ る 収益 ，数量 ，新製 品 開発 ，固定費な ど が，事業 部長 に と っ て コ ン トロ
ーラ

ブ ル で な い こ とを指摘す る こ と に よ っ て ，NTT の 事業部が 利益責任の 面で 抱 え る 問題

点 を明 らか に す る．それ に加 え て 第 5 節で は，NTT の 筆頭大株主 が政 府で あ る とい う

特 殊事情 か ら，事業 部 の 業績 評価 指 標 や 投 資 の 意思 決 定 基 準 と業 績 評 価 に 用 い られ る

資本 コ ス トが ，米国型 の 理論 か ら求め る こ とが難 しい と の 問題 提 起 を行 っ た．

〈 キー ワ ー ド〉
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1． 問題意識 と研究の ね らい

　 日本 電 信 電 話 公 社 は
， 1985 年 4 月 に 民 営 化 され て 日本 電信 電 話 株 式 会社 とな っ た ． こ

の 民 営 化の 契機 と な っ た 第 2 次臨 時行政調 査会 の 答 申は
， 民 営化 の 目的 を 「経営効率の 向

上」 と して
， その た め に は 規制 緩和 ， 競 争導入 ， 企 業分 割が 必 要 で あ る と結論 した ． と こ

ろ が
， 組織効率 を向上 させ る た め に 導入 しよ うと した企 業分 割 だ け は，各方面 か らの 反 対

に あ っ て 実 現 しなか っ た ．そ れ に 代 わ っ て 導入 され た の が ， 事業部 制組 織 に よ る 分権 的経

営管理 で あ っ た ．

　 こ の 事業部制管理 シ ス テ ム が
， 多 くの 日本企 業 で 採用 され る よ うに な っ た の は

，
1960

年の 通 産省産業合理化 審議会 に よ る 答 申 「事業部 制 に よ る 利益管理」 の 公表以 来 だ と言わ

れ て い る． こ の 「答 申」 を は じめ と して
，

わ が 国の 事業部制管理 シ ス テ ム の 手本 は ，欧 米

特に 米国型 の マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ ール ・シ ス テ ム に立 脚 した もの で あ っ た ．それ か ら

四半世 紀 の 間 に ，わ が 国 の 多 くの 企 業 で は ，事 業部 制 の 運 営の 仕 方 に つ い て
， 種 々 の 「日

本型」 の 特徴 を つ け加 え て い っ た と言 わ れ て い る
〔1｝が

，
NTT が 導入 した 事業部 制は

， 制度

的 に は 米国型 な い し通産省 「答 申」型 の 典型的あ る い は教科書 的 と も言 うべ き事業部制で

あ っ た ．NTT が 目指 した事業 部制 マ ネ ジメ ン ト ・コ ン トロ ール は ， （a ）企 業の 組織 を い く

つ か の イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

（投 資利益 責任 単位 ） に 分 割 し ， （b）事業部 長 に 事業

運営 に 関す る 権 限を包 括的 に 委譲す る と共 に
， （c ）全社 的な 目標斉合性 を達成す る た め に

，

本社 か らの 調整 ・
管理 を合理 的 に行 い ，（d）企 業内 に 市場原理 を導 入 す る

，
な ど オー

ソ ド

ッ クス な仕組 み が導 入 され た ．

　 と こ ろ が ，実際 に動 き出 した NTT の 事業部制 マ ネ ジ メ ン ト ・
コ ン トロ ール ・

シ ス テ ム

は
， 必 ず しも米国 型 の 理論 ど お りには い か な い 点が 多い よ うで あ る．そ こ で 本稿 で は， な

ぜ NTT で は 典型 的な マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン ト ロ
．一

ル 論 で は 解 決 しきれ な い 問題 を生 じや す

い の か とい う視 点か ら事例研究 を行 っ た ．

2 ． 典型的な事業部制 とは

　NTT の 事業 部制が
， 制度 的な側 面 で は

， 米国 型 と もい うべ き典 型 的 な仕組 み を備 えて

い る に もか か わ らず，そ の 運用 の 面 に 注意 を向ける と
， 本質的 に事 業部制 とは 相 い れ ない

問題 を抱 え て い る こ とを示す た め に ， まず
一

般 的 に知 られ て い る典 型的な 米国 型事業部制

の 基本 的要 件 を確認 して お く必 要が あ る ，近 年で は ， い わ ゆ る伝統的 な事業部制の ほ か に
，

セ ク タ ー制 ，
SBU

， 国際的 な事業部制 な ど も盛 ん に 採用 され る よ うに な り，事業部 制の

特性 に つ い て
， 多 くの論 者 に よ っ て さ ま ざま な議論が され て い る ．そ の 詳 しい 検討は ，小
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論 の 目的 で は な い の で 別 稿 に 譲 る が
， 典 型 的 な米 国 型事業部 制 と して は ，少 な くと も次 の

よ うな 特 質 な い し要件 が あ る と い うこ とで は
，

ほ ぼ
一

致 し て い る と解釈 で きる （文献

［1］， ［3］，［9］，［10］，［11］，［12L ［13］，［141，［161，［18］，［28］，［29】な どを参照）．

　そ の 第 1 番目 は
， 事業部制 の ベ

ー
ス に は 企 業資本 に つ い て の 委託 ・受託 と い う

一
種の 契

約意識が ある こ とで ある ．す なわ ち ， 互 い に独 立 な複数の 事業部の 長は
， 経営者か ら資本

運 用 に 関 する 包括的 な権 限 を委譲 さ れ て い る こ とで あ る ．資本の 委託 ・受託 と い う関係 は ，

まず 株主 と経営者 の 間 に あ る．経営 者は株主 か ら資 本 を預 か り，そ れ を運 用 して 得 られ た

利 益 を株 主 に分 配 す る と い う責 務 を担 っ て い る、与 えられ た資本 の 運 用 （投 資 とそ の 回収 ）

に関す る基 本 的 な意思 決定 は経営者 に任 されて お り ， 株主 は 主 に利益分 配 や 企 業価 値 の 増

大 と い う観点か ら経営者 を評価 する ．

N 事業部長

図1　 資本の 委託 ・ 受託関係

　同様 に事 業部長 は
， 経営 者が株主 か ら委託 され た資本 の 運 用 の 権 限 を

， 経営者か ら委託

され て い る 。こ の 点が ，職 能別 組 織 の 分 権化 との 決定 的 な違 い で あ る ， したが っ て 事 業部

長 は ，事業 部運 営 に 関す る 包括 的 な意思 決定権 限 を有す る と と もに，満 足 で きる水準 の 投

資回収 に よ っ て 利益 をあげる 責務 を負 うの で あ る ．

　 こ の よ うに 資本の 委託 ・受託 とい う考 え方 をベ ー
ス に して

， 投資 と利益 に 責任 を負 う米

国型 の 事業部の 多 くが ， い わ ゆ る イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ
ー

方式 を採 る の は ，極 め て 自

然の 成 り行 きで あ る ．

　第 2 番 目は
， 本杜 に よ る 事業部 の 管理 の 最 重要課 題 は

， 資本 の 運用 プ ロ セ ス に お け る 目

標 斉 合性 （goal 　 congruence ）の 確保 に お か れ る ．分権化 に は，下 部組織へ の 権限 と責任

の 委譲 と同時 に ，上 部組織 に よる下 部組織 の 調整 ・管理 が 必要で あ る． こ の 調 整や 管理 に

よっ て ，事業部 の 努力が 全 社の 成 果に 結 び つ くよ うに す るの で あ る．
一

般 に企 業の 目標 は，
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企 業 ト ッ プの 目標で あ っ て
， 事業部長や 組織の 成員 の 目標 とは 必ず し も

一
致 し な い ，そ こ

で ， こ の 不
一致 をな くして ，事業部長が 事業部の 利益 を追 求 した結果が ， トッ プす なわ ち

全社の 成果 に 直結す る よ うな管理 の 仕組み が必 要 とな る ．す な わ ち 「目標斉合性」の 達成

の 仕組 み で あ る ．

　第 3 番 目は，企 業内へ の 市場原理 の 導 入で ある ．事 業部 制で は 各事業部が
， 独 立 に市場

で の 取引 を行 うとい うの が オ
ー

ソ ド ッ ク ス な形態 で ある が ， 1企 業内の 事業部 間で 取引が

行 わ れ る場合 に も，外部市 場で の そ れ と同等で なけ れ ば な らな い ．す なわ ち各事業部が独

立 企 業の よ うに ， 商品や サ ー ビ ス の 価格
・品質あ る い は 取引条件 な どが ， 市場原 理 に よ っ

て 決定 され る 仕組 み が な け れ ば な らな い ．「忌 避宣言 権」や 「振替価 格」な ど は
， 事業部

の 資本 運 用の 合理 性 を追求 し
， 業績 を客観 的な市場 の 評価 を得 た公 正 な もの とす る ため の

仕掛け な の で あ る．

3． NTT が 採用 した事業部制 マ ネジメ ン ト

　明 治以来わが 国の 電 話事 業は
， 全 国

一
元 的に運営 され ， 戦 後 に な っ て も国内通 信 は 電電

公社 に よ っ て 独 占的 に 運営 され て きた．戦後の 電話事 業の 最 大 の 目標は 電話 の 普及 で あ っ

た が ，公 社制 度は そ の 機能 を十 分 に 発揮 して ，概 して 良好 な成果 を挙 げた と言 え よ う．

　電 電 公社が 民 営化 された 直接の 契機は
， 第 2 次臨 時行 政 調査 会 （以 下 臨調 と略 す ）に よ

る 行財 政改革 の
一

環 と して の 国営事業 の 統合 ・合理 化推進 で あ っ た．臨調 答 申で は
， 当時

の 電電公社 の 状 況 を 「問題 が 潜在化 し て お り， い ずれ 料金値上 げに 到 ら ざる を得 ない 」 と

して ， そ の 非効 率の 原 因 と対策 を次 の よ うに 述 べ て い る 〔2 ，．

（a ）経営者が 当事者能力 に 欠けて 非効率 なの で ，規制緩和 の ため民営化す る ．

（b）独 占に よ る 弊害が ある の で 競争を導入す る ．

（c） 巨大規模 に よ る 非効率が ある の で ，分 割す る ．

　そ の 結 果 ， 日本電 信 電 話公 瓧 （電 電公 社 ） は民営化 されて 日本電信電話盤 （NTT ）

とな り， 同時 に 競争が 導入 され る こ と に な っ た ． と こ ろが ， 分 割論 の 方 は各方面 の 反対 に

あ っ て
， 実現 しなか っ た ．そ れ に 代 わ っ て 組織 の 効 率性 を高 め る施策 と して 導 入 され たの

が ，事業部制 組 織に よる 分 権的経営管理 で あ っ た ．

3．1　NTT の組 織構造

　電 電 公 社 時代 は，典型 的 な職能 別組織 で あ っ た ． こ れ は 第 2 次 世界 大 戦 直後 に ，GHQ
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（連合国総 司 令部 ）が
， 米国式 経営管理技術 の わが 国 へ の 導入 の

一
環 と して

，
AT ＆T の 組

織形態 を採用 させ た結果で あ っ た ．そ れ以 来，電電公社 は基 本 的に
，

こ の 組織形態 を踏襲

して ，営業，施 設 ，建 設 ， 経 理 と い っ た 職 能 別 に 構成 され て い た． こ れ が本社 か ら地 方電

気 通信 局 ， 現 場 管理 機 関 （電 気 通 信 部 ）， 現場 機 関 （電 話 局 ）の 4 段 階 の 階層組 織全 体 に

同
一

の 組織編成 とな っ て お り， 全 て の 業務 は 職能 ラ イ ン （図 2 の 破線 で 示す） を通 じて 運

営 され て い た ，当時 の 真藤社長 は ， こ れ を縄暖簾 と呼ん だ が ， こ の 職能別 組織 は ，電話 の

普及 と い っ た 単
一

目標 で 限 られ た 業務 を ， 統
一

的 な 基準 で
， 効率的 に 取 り進 め る に は適 し

た組織構造 で あ っ た ．

　民営化 を前 に ，社 内 で 機構改 革が検討 され る なか で ，従来の 職 能別組織 で は，  現場 の

自主 性 の 欠妙
3」

，   管 理 機構 の 肥大 化 ，   縄 暖簾iと い わ れ る 職 能別 セ ク シ ョ ナ リズ ム ， 

戦略的 ・機動 的意思 決定の 欠如 ，   サ
ー ビス 業績責任 の 不 明確 ，

と い っ た 問題 点が あ っ た

こ とが 表 明 さ れ て い る
〔4 ：．そ して 事業部制 を導入 す る必 要性 を

， 「サ ー ビ ス 別 ある い は 商品

別 に 開発か ら販 売 ・保守まで 自己完結 的に 事業運営 の で きる 適正規模 の 経営責任単位 に 組

織 を編 成 替え す る と と もに， 自主 的運 営が で きる よ う権 限 を付与 し，収支改善等 に つ い て

の 責任 を明確 に して い く必 要が あ る ．」
［S】 と して ，典 型 的 な米 国型 の 事業 部制 の 導入 を頭 に

描 い て い た こ とが分 か る ．

（本社）

（地方電 気通信局） 営 業 　施 設 　建 設 　経 理

（電気通 信部） 営 業 　 施 設 　建 設 　 経 理 　 ・・・・・…

（電話局 〉 営 業 　施 設 　建 設 　経 理 　 ・・……

図2　電電公社の 職能別組織

　組織再編成 （機構改革） は民 営化 と同時の 1985 年 （昭和 60 年） 4 月 に始 ま り， 事業部

制 が導入 され た ，NTT の 事業の 大 半 を受 け持 つ 地域 事業本部 は ， 全 国 を 11 の 地 域 （北海

道 ， 東北 ， 九州 ， 四 国 ， 中国 ， 関西 ， 北陸 ， 東 海 ， 信越 ， 関東 ， 東京）に 分割 し て 担 当 し ，

当該地域の 地域通信網の 設備 を保有 し
，

い わ ゆ る 市内通話 を担当 して い る ．そ れ と同時に
，
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事業本 部 内 に地 域通 信 機 器 事業 部 ，地 域 公 衆 電 話事業 部 ，地 域情 報 案 内事業 部 を抱 えて ，

そ れ ぞ れ 通信機器 の 販 売 ，公 衆電 話の 設 置 や保 全 ， 電 話 番号案内な ど を担 当す る イ ン ベ ス

トメ ン ト ・セ ン タ
ー と して い る ．そ の 他 ，次 の 4事業本部が そ れ ぞ れ イ ン ベ ス トメ ン ト ・

セ ン タ
ー

とな っ て い る．

  長距離通信事業本部

  電報事業本部

  パ ケ ッ ト事業本部

  画像通 信事業本部

中継系 ネ ッ トワ
ー

ク を保有 して 県外通 話 を担 当

電報事 業

パ ケ ッ ト通信

フ ァ ク シ ミ リ通信網 ， ビ デ オテ ッ ク ス （キ ャ プ テ ン）

　こ れ らの 事業部 をサ ポ ー
トす る部 門 と して 研 究 開発 本 部 ，サ

ー
ビ ス 生 産 本部 ， 法 人営 業

本部 ，営業本部 が あ る ．そ れ以 外 に本社 オ
ーバ ー

ヘ ッ ド （OH ）部 門 と して 人 事 ， 労 務 ，

経 理 ，広 報，総 務等が あ り， コ ス トセ ン タ
ー

部門 と して 関東逓信病 院，研修 セ ン タ な どが

ある ．

　　　

　　　

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 一

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 事 業部

　　　　　　　　　　　　　 図3　NTT の 事業部制組織

3．2　事 業部の 収益 ・ 費用 ・ 利益

　NTT の 収益
・
費用 ・利益 をサ

ー ビ ス 別 に集計 した もの が ，役務別損益 明 細表 と して 公

表 され て い る （表 1 参照 ）． こ れ に よる と，1992 年度の 通信 事業か らの 収益 は 総額で 約 5
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兆 6 千億 円で あ る が ， そ の 約 88 ％ は 電話サ ー ビス か らの 収益 で
， 電 話以外の 電報 ，

パ ケ ッ

ト
，

画 像 な どの サ ー ビ ス か らの 収 益 は ，合 計 して も 12％ 前 後 に しか な ら な い ． こ れ は
，

NTT の 電話事業 へ の 依存度 の 高 さ を示す もの で あ る ．電話サ ー ビ ス 以 外 で は ，電報 は 一

時ほ どの 勢 い は な く，大 きな赤字 を計 上 して い る．そ の 他 の 事業 は どれ も将来 に 期待 を寄

せ る新規 事業で ある が ，成長途上 で あ っ て ，それ らの 事業部 の 収益 状況が 全 社 の 経営 に 与

える影響 は まだ 小 さ い ．

表1　役務別 損益明細表 （1992 年度）
単位 ：百万円

役務 の 種類 営業収益 営 業費用 営業利益

電　　　話 4
，
898

，
295 4

，
530

，
754 367，541

電　 　　信 3，030 2
，
755 274

電　 　 　報 76，373 91，469 ▲ 15ρg5

専　　　用 464，360 382，946 81，414

デジタル デ
ー

タ伝送 49
，
805 39

，
799 10

，
006

回 線 交 換 4
，
106 3

，
706 399

パ ケ ッ ト交換 45，699 36，092 9，606

無線呼出 し 28
，
148 24，120 4

，
027

フ ァ ク シ ミ リ等 53，872 117，543 ▲ 63，671

電気通信事業合計 5
，
573

，
887 5

，
189

，
389 384

，
497

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 資料 ：NTT 報道資料 よ り

　1992 年度 末 に初 め て
，
事業部別 収支が 公 表 され た （表 2 ）。そ の 結果 を見 る と

，
大 きな黒

字 を抱 え て い る の は長距離 通信事業部 で ，そ れ に 続 い て 東京 ， 関東 ， 関西 と い っ た大都 市

圏 をテ リ トリ
ー

とする 地 域事 業部で ある ．

　 こ の よ うに 地域事業部の 損益 に 地 域差が 生 じ る の は
， 電 気通 信の 料金制 度 と深 い 関係 が

ある の で
， 次 に料 金制度 に つ い て み て み よ う．

3．3　電気 通信 料金 制度

　電 電 公社時代 に は 電気通 信 料金は 法定で
， そ の 決定 に は 国 会 の 議決が 必要 で あ っ たが

，

民営 化 と同 時 に 郵 政 大 臣の 認 可 制 に な る と と もに
， 料 金算定方式 に は 他の 公益 事業 と同 じ

よ うに レ ー トベ ース 方式が 適用 され る こ と に な っ た ．

　 レ ー トベ ース 方式 とい うの は 図 4 に 見る よ うに ，事業用 資産 （レ
ー

トベ ー
ス ） に公 正報

酬率 を乗 じて 公正 報酬 を算 出 し， こ れ に 営業費用等 を加 え た もの を総括原価 と し，料 金収
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入 の 総 額が こ の 額 と等 し くな る よ うに 料金 体系 を決定 する 方式 を い う． こ の 算式の 実際の

適用 は
，

サ ービス （例 えば 電話 サ ー ビ ス ）ご と に行 わ れ る ．

　　　　　　　　　 表 2　事業部収 支 の 郵政 省報告 （1992年度末 ）

　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 単位 ：億 円

営業収益 営業利益 経常利益

東　京 8
，
365 LO73 730

関　東 9，853 944 764

信　越 1，582 ▲ 262 ▲ 275

東　海 5，247 ▲ 1 ▲ 73

北　陸 1，047 ▲ 276 ▲ 281

関　 西 8，448 317 84

中　 国 2β69 ▲ 512 ▲ 545

四　 国 1
，
434 ▲ 341 ▲ 345

九　州 4，924 ▲ 724 ▲ 755

東　北 3
，
187 ▲ 568 ▲ 609

北海道 2，190 ▲ 432 ▲ 450

地 域 合 計 49，150 ▲ 783 ▲ 1
，
757

長 　距　離 11
，
240 4

，
916 4

，
547

電 　　　報 763 ▲ 163 ▲ 168

パ ケ ッ　ト 617 562 33

画　　 　像 149 270 ▲ 133

移　動　体 1ρ29 1
，
020 ▲ 33

全 社 合 計 62
，
95259

，
039 2，488

　 　　　　 　　　　 　　　　　 　　　　 　資料 ：NTT 報道資料 よ り

　 こ の 報 酬 率 は規制 され て い る が ，あ る範 囲 を もっ て い る の で ，そ の 範 囲内 で 経 営 者 に 料

金水準 の 決定権が与 えられ て い る こ とに な っ て い る ． とこ ろが 民 営化以 後の 料 金の 動 向 を

見 る と，図 5 の よ うに 新規参入 事業 者 （NCC と呼 ば れ る ）各社 の 料 金水準 は横並 び で あ

り，料 金値 下 げ が行 わ れ て い る に も係 わ らず ， 常 に NTT の 水 準 よ り低 い と い う不 自然 な

状 況が 続 い て い る ． こ れ は 料 金 が ，必 ず しも 自由競争 に よ っ て 決定 され て は い な い こ とを

示 して い る ．
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判金収入総額

Il

総括原価 報酬

レ ー
トベ

ー
ス × 報酬率

　 　　 　　 ll　　　　　　　　　　 II

　　　　 　…　 負債比率　 ×　負債利子率　i

　　　　

　　　　 　　　　　　　　
＋
　　 ’

　　　　 　i「埀 ］・ 匳三］i
　 　 　 　 　 −　一　＿　＿　一　一　一　一　一　一　一　一　一　＿　＿　一　一　一　一　一　一　＿　一　一　曽　圏　H　，　＿　”　一　＿　一　一　」

一
　 　　 　　 　 貸借対照表

一営業費 ＋ 減価償却費＋ 諸税

図4　 レー トベ ース方式

単位 ；円

円

oo
　

4

300

200

100

，

87．9
，

88．2　　　　　　　
’
89．2　　　　　　　

’
90．3　　　　　　　

’
91．3　　　　　　　

’
92．6

　　 図5　Nlrrと長距離NCC の料金格差 の推移

　　　　　　（最遠距離平 日昼 間3分 間料金 ）

’93．ll

　表 3 に NCC 各社の 業績 を示 すが ， 3 社 の うち少 な くと も 2 社 は，事業開始直後 か ら黒字

を計上 す る 状況が 続 くな ど，新規事 業 と して は
，

か な り立 ち上 が りが 早 い ．そ れ は
， 割 高

な市外通話料金が 原因だが ，そ の 裏 に は新規参 入業者の 育成 を目的 とす る 政 策的 な意図 が

窺 える ．
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表 3　長距離 系 NCC 各社の 売上 ・経常利益 の推移

単位　億 円

決 算　期
’

88，3
’

893
’

90．3
’

91．3
’

92．3
，

93．3

売上 高 88 406 989 1554 1，998 2，300
第二電電 ’一一一一一一一一一一一一一一一■■一一一一一一一一一一π罰一一一匿匿匿一一一一一一一7r一一鹵一山幽一一一一一一一一一一凵一’

DDI 経常利益 ▲ 64 451 　 175 207 234 250

売上高 72 269 772 1，194 1，734 2，110
日本テ レコ ム 一一一一，曽一一一一一一．．一一一一一尸胴7胴一冒■一一一一一一一一一一一一一一一一一一一一．一一一一一一一一■一一一一一一一一

JT
経常利益 ▲ 49 9 113 120 160 180

日本高速 売上高 39 133 239 294 338 440

通信
一一一一，TW1匿一一一−匿一一一一一一11闇胃冒冒一一一’一一一一一一一一一一一一一一鹵一一一一一．．一一岫一■■一一一一一一

TWJ 経常利益 ▲ 67 ▲ 43 4 ▲ 　　14 ▲ 　　71 ▲ 　 70

（注）電話サ ービス 開始は
，
3社 とも 1987年9月4日なの で ， 1988．3期は 12ヶ 月はな い

4． 事業部 の 利益管理 権限 の 問題点

　NTT は
， 幾 つ か の サ ー ビ ス （役務 と呼ば れ る 〉 を提 供す る 事業体で あ る が

， 事業規模

か ら い っ て も電 話サ
ー ビス が 圧 倒的 に 大 きい こ とは

， 前節 で 述 べ た とお りで あ る． そ こ で
，

NTT の 事業部制 の 特徴 を論 ず る に 当た っ て は ，電話 サ ービ ス を提供 して い る地域 事業部

と長 距離事業 部 を取 り上 げ る の が適 当 で あ ろ う 。

　電 話 サ ー ビ ス を提 供す る地 域 事業本部 は
， 日本 全 国 を 11 の 地域 に 分割 して そ れ ぞ れ の

市場 に対 す る責任 を負 っ て お り ， 原 則 的に投資 に関 す る 意思決定権 限 も事業部長 に委 ね る

イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター （投資利益責任単位） とな っ て い る ．長距 離事業部 は 中継網

を担 当 し て い る が
， 同 じよ うに イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ

ー
で ある ．

　米国型 の オ ー
ソ ド ッ ク ス な マ ネ ジ メ ン ト ・

コ ン トロ
ール 理論 に よれ ば

，
イ ン ベ ス トメ ン

ト ・セ ン ターで は ，資本 運 用 に 関 す る 包括 的 な権限 が 事業部 長 に委譲 され る
一

方 で ，そ の

投資 に見 合 っ た利益 をあげ る 責 任 が 課 され る ．そ して 利益 責任 を遂行す
．
る ため には

， 利 益

の 管理 可 能性が 事 業部 長 に 与 え られ て い なけれ ば な ら な い と さ れ て い る ．す な わ ち ， （1）

式 に示 した よ うな利益の 各要素が 事業部長 に と っ て 管理可 能で なけれ ば， こ の 管理 シ ス テ

ム は有効 に 機能 しな い と い うこ と で あ る ．

利益 一 Σ 1（収益
一

変 動費 ） × 数 量 ｝ 固定 費 （1）

NTT の 場 合 に も，利益責任 を明確 に す る こ とが 事業部制導 入 の 動 機 とな っ て い る こ と
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は 前述 の とお りで あ り， 権 限規定 の 上 で は 殆 ど の 意思 決 定権 限が事業部 長に 与 え られ て い

る ． と こ ろ が 実質的 に は
， 事 業部長 に 裁量権が 及 ば ない こ とが あるの で ，以 下 に そ の 点 を

詳 し く検 討す る こ とに しよ う．

（1）収益

　 収益 を決定す る も っ と も重 要 な要素の
一

つ が ，電話料金 で あ る ．料金決定 は 前述 の よ う

に 政策的 に 決定 され る が
， そ れ は 電気通 信事業 が 公 益事業だ か らで あ る．公益 事業 とは，

必需的 なサ ー ビ ス を提供 す る 事業で
， 鉄 道 ， 電気 ，

ガ ス
， 水 道 ， 電 気通 信な ど線路や 管路

に よる ネ ッ トワ
ー

ク を有 す る事業 と定義 され る ．こ れ らの事 業 は ，独 占事業 と した 方が 経

済効率が よ く ， 自由競 争 を させ る と破滅 的 な競 争 とな っ て ， 自然 に 独 占状 況 を形成 して し

まう ，
と言 われ て い る ．そ こ で

，
こ れ らの 事業 に，法 外 な独 占利益 を得 させ な い よ うな規

制が 設 けら れ て い る の で ある ．

　現在 の NTT は ，競 争が 導入 され た とは い え ， 有効 な競 争が実 現 で き る状 況 に は な い の

で ，い まだ に料 金規制が 撤 廃 されて い な い ． こ こ は料金規制 の 総合的 な適否の 問題 を議論

する 場 で は な い が
， 事業部 制 管 理 の 側面 か らは ， こ の 料金 規制が 事業部 成員に 対 して

， 利

益管理 可 能性 へ の 疑 問 を生 じ させ
， 利 益責任 に 対 す る 意識 を低 下 させ て しま うこ とは確か

で あ る．

　そ れ に加 えて
， 表 2 に 示 した よ うな事業部 間で の 利益 の 偏 り も，事業部 の 自助努力で は

解決不可 能で あ る ．そ の 原 因 は
， 電話料金が 政 策的 に 全 国

一
律 に 定め られ て い る こ と に あ

る．通話 料 金 は，基 本 的 に通 話距離 と通 話時間で 決め られ て お り，
どこ か ら発信 し よ うと

ど こ で 着信 しよ うと同
一

料 金で あ る ．通 話 量 は，企 業 や 家庭 な ど利用者 の 多 い 大都 市圏 に

偏 る の で ，そ こで は 設 備の 利用 率が 高 くな っ て 高収 益 ・高 利 益 が 達 成 され る の で あ る． レ

ー トベ ース 方式 に よ る料 金決定で
， 電話サ ービス の 利 益 に 枠が は め られ た うえで

一
律料 金

制が 課 され る と，需要 に 差が ある 以 上 ど う して も黒 字の 事 業部 と赤 字 の 事業 部 が 生 じる．

全て の 事業部が 黒字 に な る こ とが あ る とすれ ば
， そ れ は 需 要 が 平 均化 した と きで しか な い

の で
， 赤字事業部 へ の 収益性 向上 の 動 機づ けが 困難 で あ る．

（2）振 替価格

　長 距 離 通話 は
， 長 距 離 通 信 事 業 部 と地 域 事業部 を ま たが っ て 通話 が 完 了す る の で ，両 事

業部 の 間 に社 内振替価格が 発生 す る ．各地域事業 部お よび長距離通 信事業部 は ， こ の 社内

振替価格の レ ベ ル に よ っ て 収益 が 左右 さ れ
， 責任 を負 うべ き利益 が影響 を受ける ．
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　長距 離通信網 （太線）

平
地

　　 県境

A 県　 i　 B 県

　　　　　　　　　　　　 図 6　長距離通信網 と地域通信網

第 2 節で 述 べ た よ うに
， 事業部が利益 に 責任 を負 うと い う場合 に

， そ の 利益 は 外部市場 を

反映 した 振替価格 に よ っ て 算 出 され なけれ ば公正 か つ 適切 とは 言 え ない が
，

NTT の 場合

は どうだろ うか ，

　長距離通信事業部 と地 域 事業部 との 間の 振替価格 は ，次 の よ うに な っ て い る ，図 6 に示

す よ うな A 県⇒ 長距離事業部 ⇒ B 県 とい う形 セ県 問通 信が 行わ れ る場 合 は，必 ず 長距離通

信 事業部 の 中継網 （図 6 の 太 線 で 示 す） を利 用す る こ と に な る が ，
こ の 時 の 地 域事業 部 の

料金収 入部 分 は
， 通常 「足 回 り料 金」 と呼ば れ ， 長 距 離 事業部 か ら地域事 業部 へ の 振替価

格 で あ る ．NCC 各社 も同 じよ うに
，

こ の 足 回 り料金 を NTT に 支払 っ て い る ．

　 1994 年 4 月以 降 ，
NCC の 足 回 り料 金 に 関 して は

， 事 業者 聞接続 料金 と して NCC と

NTT の 問で 取 り決 め る こ と に な っ た ．接 続 料 金 （取 引 価 格） は ，原 価 ＋ 公 正 報酬 の 総括

原 価基 準 に よ っ て 3分 間 約 12 円 57 銭 と定め ら れ た ． こ れ に伴 っ て 公 正 競争 の 観 点か ら，

地域事業部 と長 距 離事 業部 との 振 替価 格 も同
一

に 決 め られ た ．

　こ の 事業部 間振 替価格 は，他杜 との 取 引に 関す る料 金体系 と同
一 と い う点で

，
い わ ゆ る

単純市価で あ り， こ の 市価が 原価 ＋ 公正 報酬で 決定 さ れ る の で ，全 部原価 プ ラ ス 方式 に よ

る振替価格 で もあ る ， また
， 市内通 話 料金そ の もの が

， 前述 の よ うに，原 価 ＋ 公 正 報酬 を

回収 し きれ な い 料 金体系 とな っ て お り ， そ の 点で は振 替価 格 も接続料 金 も原 価 を も と に決

定 さ れ て い る と も言 え な い ，

　そ もそ も事 業部 は ，「客観的 な市場 の 評価 を得 た 利益」 に よ っ て 評 価 され
， そ の 利 益 を
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測 定する た め に 用 い ら れ る振替価格は
， 市場 メ カ ニ ズ ム に よ っ て 形成 され た価 格が 最 も公

正 な価格 で ある との 前提 に た っ て い る ． とこ ろ が
， 現在 の よ うに 政策的 に 長 距 離事業部が

黒字 に ，地域 事業部が 赤字 に な る よ うな振替価 格の 仕組み で は，米 国型 の 業績評価 シ ス テ

ム を導入 し ようとす る と不公 平感が 生 まれ，労働意欲 の 向上 の 支障 となる ．

（3） 数 量

　
一

般の 販売量 に 当た る （1）式の 「数量」 は
， 電話サ

ー ビ ス で は加 入 者件 数や通 話 量 とい

うこ とに な るが ， こ れ も事業 部 あ る い は NTT の 営業 努 力 で ，増加 させ る こ とが で きる要

素 は少 な い ．一
般 家庭 に は ひ と通 り電 話 は設 置 し終 わ っ て お り，2 回線 目を設置す る 家庭

は ま だ多 くな い し
，

企 業対 象 で も電 話 回線 を セ
ー

ル ス す る の は
， 大 企 業 向け の 専用 線 販 売

程 度で ある ．従業員の 努力 に よ っ て 拡販が 可 能なの は， テ レカ や電話機 の よ うな通 信 機器 ，

企 業 に対す る専用 線の 販 売が主 体で あ る が ，全収益 の 数 ％ を占め る に 過 ぎな い ．

　今後 と も回線数の 増 加は見込 まれ る が
， そ れ は 営業努 力 と い うよ り経済動向な どの 影響

の 方が大 きい と思 われ る ．

（4）新 商品 開 発

　収 益 を上 げ る 手段 と して
， 料金政 策 や販 売努力 の ほ か に 新商品 開発 が あ る ．（1）式 中の Σ

は
， 製品 ミ ッ ク ス を意味 して い る ．す な わ ち ， （収益

一
変動費） × 数量 で 表 され る 1商 品

の 粗利益 が ，複数集合 す る こ とに よ っ て 全 社 の 粗利益 に な る こ と を示 して い る ．こ の 製品

ミ ッ ク ス を変更 す る 際 の 重 要 な意思決 定 要 因 は ，新 商 品 開発 で ある ．

0　　　　2　　　　斗　　　　6　　　　8　　　 10　　　12　　　14　　　16　　　18　　　20　　　22　　　24

情報サ ービ ス 型

機能拡張型

割 引 き料金型

プライバ シー対応型

図 7　電話サ ー ビス の 種類比較 （単位　種類）

　米 国で の 電話 の 使用 量 は 日本の 約 5 倍 で ， こ の 差 はサ ー ビ ス メ ニ ュ
ーの 違 い が大 きな要

因 と い わ れ て い る ．電 話 サ ービ ス は 差 別 化 の 難 しい 商 品 で
， 料 金体系 が 主 た る 競 争 要 因 と

67

N 工工
一Eleotronlo 　Llbrary 　



The Japanese Association of Management Accounting

NII-Electronic Library Service

The 　Japanese 　Assoolatlon 　of 　Management 　Aooountlng

管理 会計学 第 3 巻 第 1 号

なる （図 7 参照）が ，米国に は さ ま ざ まな料金 体系が あ っ て ， 生 活 パ タ
ー ン の 違 い で 選択

で きる よ うに な っ て い る 。適 切 な料金 設定 をす る こ とで ，需要 を喚起 して 増収増益 を達成

す る こ と も可 能な米国に 対 して ，わ が 国で は前述 の よ うに
， 料金が 政策的 に 管理 され て い

る の で
， 割引 き料金型の 新商 品が 開発 され に くくな っ て い る ． さ ら に事業部 ご とに 異 な っ

た料 金体系 の サ
ー ビ ス が提供 さ れ る こ とに 対する 違和感 は， わが 国で は まだ大 きい もの が

ある と思 わ れ る の で ，新 商品の 開発 ・提 供 を事 業部 に任せ ， ま たそ れ を事業部評価 に 結び

付け る よ うな管理手法 に は問題 が あ ろ う，

（5）費用構成

　（1）式 の 中で 残 る の は
， 固定 費と変動費 の 項 で あ る ．NTT の 費用 構 成 は 図 8 に 見 る よ う

に ，約 40％ が 人件費で ，32％ が減価償却 費 とい う固定費型 の 費用 構造 を して い る．

　人 員 合理 化 は 民 営化の 大 きな 目標 の
一

つ で あ り ， 当時 の 約 30 万 人 の 従業員 が現 在 20 数

万 人 に まで 減少 して い る ． しか し ， 日本の 企業風 土 の 下 で は 株式会社 に な っ た とい っ て も

安易 に 解雇 が で きる もの で は な い ．経営者 に よ る 高度な 政策 的判断が 求め ら れ る の で ，従

業員の 雇用 や 解雇は 事業部 長の 自由に は な らな い
。

　 も う
一

つ の 大 きな 固定費で あ る減価 償 却費 もま た，事業部 長 の 意 思 決定権限 の 及 ば な い

　　 図8　NTr の電気通信事業営業費用構成
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　資料 ：有価証券報告書

低 レ ベ ル の 部分 と同等の 機能 しか果 たせ な くな るか らで あ る ．

ジ タル 化投 資は ，黒 字 の 事業部 も赤字 の 事業部 も同 じよ うに 実行 しな けれ ば な らな い の で

ある ．

　NTT は，毎年約 1 兆 8 千億円超 の 設 備投 資 を行 っ て い る が ，
こ の よ うな 理 由か ら本 社 の

部分 が 大 きい ，NTT は
， 同

一
技 術基準 ，

同
一一

料 金 体 系 で 同
一

サ
ー ビス を 全 国 に

提 供 して い る が ， 全 国
一

律 の サ ー ビ ス を

提 供 す る た め に は，全 国
一

律 の 設備 を用

意 しなけ れ ば な ら な い ．

また
， 電話事業が ネ ッ トワ

ー ク ・ビ ジ ネ

ス で あ る こ と も重要な要件で ある ，

ネ ッ トワ
ー

ク は ，全 体 で
一

つ の 機能 を果

たす とい う特性 の た め に ，
一

律 の 基 準 で

構築 され な け れ ば十 分 な機 能 を発 揮 しな

い ． も し
一

律 の 基 準 で 作 られ れ ば ， そ の

ネ ッ トワ ー ク 全体が
， ネ ッ ト ワ ー ク の 最

　 　　　　 　 例 えば ネ ッ トワ
ー

ク の デ ィ
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調 整 に委 ね ざる を 得 ない 投資 が
， そ の 約 半分 を占 め て い る ． こ れ らの 投 資 は

， 投 資額 の 上

か らは 本社 （常務会 また は 取締役 会）の 承認 を必ず し も必 要 とされ る もの で は な くて も，

一
人の 事業部長で は 実質的 に決定で きな い 投資案件な の で あ る ．

　典型 的 な事業部制管理 で は ，各事業部独 自の 意思 決定が 全 社的 に 見て 好 ま し い 意 思 決定

とな る よ うな誘導の 仕 組 み 一 目標斉合性 一を作 り上 げ，事業部 に 自律 的 な意思 決定 権限 を

与 える こ と で 組織 を活 性 化 させ よ うとす る ． と こ ろ が ，
NTT の 事業 部 制 管 理 で は

， 赤 字

の事 業部 に も全国 統
一

的な設備投資 を打 た せ る よ うな集権的 な調 整 が行 わ れ なけれ ば な ら

な い こ とが 多 く， 米 国的 な意味で の 事業部の 利益責任 を追求 しに くい 状況 に ある ．

5． 業績評価 シス テ ム と資本 コ ス ト

　 イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ター で あ る事業部 の 業績 評価 の 尺 度 と して は ，投 資 利益 率

（return 　on 　investment ；ROI ）や 残余利 益 （residual 　income ；RI）が 広 く用 い られ る ．前

者は ，当該事業部の 正味投下 資本 に 対す る 営業利益 の 割合で あ り，後者 は，事 業部 の 営業

利益 か ら投 下資本 の 資本 コ ス トを差 し引 い た 正味 額 の こ と で あ る．

　NTT で も事業部 の 業績 は
，
　 ROI の 改善度 と い うイ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン タ

ー
ら し い 目

標 指標 と並 べ て ，
… 人 当 た り売上 高の 伸 び率 と い う手段 目標 が 用 い られ て い る ．特 に ，

NTT の よ うな装 置 産 業 の イ ン ベ ス トメ ン ト ・セ ン ターで は ，設 備 投 資 の 意思 決定 の 管 理

が重 要で ある の で
，
NTT で は 民営化 の 時点 で

， 投資 の 意思 決 定手法 と して DCF 法 を導 入

した ．そ こ で も投資の 意思決定の 基準 とな る の は資本 コ ス トで ある ．

　 こ の よ うに イ ン ベ ス トメ ン ト ・
セ ン タ

ー
の 業績管理 に と っ て 資本 コ ス トは重 要 な役割 を

担 っ て い る が ，そ の 求め 方は 図 9 に示 す よ うに い くつ かあ る ．資本 コ ス トは本来 T 企 業が

調達す る 各種の 資金の 総 合的 コ ス トを意味 し，それ が用 い られ る対 象は 二 つ ある ．一
つ は

，

企 業 の 調 達す る投資資金 の コ ス トを適正 な水準 に す る た め の 意思 決 定で あ り，他方 は ，調

達 され た資金 を どの 投資案 に投 資す べ きか の意思 決定で ある ．す な わ ち，調達 し た 資金の

コ ス トを 回収で きる見込み の あ る投 資案 に の み 投資す る と い う発想 で あ る ． こ の 考 え を発

展 させ る と
， 資金 の コ ス トか ら の 制 約 と は 別 の 制約 条件 か ら ， 最 小 限必 要 な投 資収益 率 を

設定で きれ ば
， そ れ を資本 コ ス トと して 用 い る こ とが で きる こ とに なる ． した が っ て

， 図

9 の よ うに ，資本 コ ス トは 資金 の コ ス トと必 要投 資収益 率 の 2 つ の 概 念 に 大別で きる ． さ

ら に 資金の コ ス トは
， 支出 原価 と株 主 の 機会原 価 に 分類 で きる ．支 出原価 と い うの は ，借

入金 の 場 合の 利子率や 新株発行 の 場 合の 配 当率 な どで ，資金 の 調達 と返済の キ ャ ッ シ ュ フ

ロ
ーか ら求 まる 内部収益 率で ある ．
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資本 コ ス ト

資 S ° コ ス ト
ー

［1
支出原価 （負債利子率，配 当率）

株主の 機会原価 （配当率，
一

株当た り利益率 ，

　　　　　　　安全利子率＋ リス ク）

必要投資収益率 （資本利益率，標準投資収益率）

　　　　図9　資本 コ ス トの 分類

　支 出原 価 が企 業 の 立 場 か らの コ ス トな の に対 して
， 株主 の 立場 か ら の コ ス トを資金 の コ

ス トと見做 すの が株主 の 機会原価 で ある ． これ に は
， 株式 の 市場価格 に 対す る 配当率 や 株

主利益 ，
ま た

， 株主 の 期待投 資収益 率 な どが含 まれ る ．株 主 の 期待投資収益率 とは ，株主

は常 に 安全 な投 資機会 を有 して お り， リス クの あ る企 業に 投 資す る の は ， こ の 安全 利子 率

よ り も リ ス クの 分 だ け高 い 投資収益 率 を望 ん で い る との 仮 定 か ら ， 安全 利子 率 ＋ リス ク を

資本 コ ス トとす る考 え方で ，CAPM が その 代 表 で あ る ．

　
一

方 ， 必要投資収益 率の 代表 は MM 理論 で
，

企 業価値 を低 下 させ な い た め に は
， 少 な く

と も現 在の 資本利益率 を下 回 ら な い 投資収益率が 要求 さ れ る ， との 発想 に基づ く．MM 理

論が 企 業の 現 在 の 資本 利益 率 を必 要投 資収 益率 とす る の に 対 して ，標 準 投資収益 率 の 考 え

方 は ，投 資可 能 な標準 的 な投資機 会の 投資収益率 をカ ッ トオ フ レー トに し よ う とす る もの

で ある ．

　通常資本 コ ス トは ，負債 の コ ス トと 自己資本 の コ ス トを加重平均 して 求 め られ る ．そ の

場 合 に ， 負債 の 資本 コ ス トに は支 出 原価 が使 わ れ ， 自己資本 の 資本 コ ス トを求め る 際 に は

さ まざまな方法が 使わ れ る が
， なか で もCAPM が よ く使わ れ る ．標準投資収益率 を除 く

株主 の 機会原価 や 必 要投資収益率は
， 全 て 市場 株価 か ら株 主 の 期待収益率 を推定す る 考え

方 を と っ て い る ． しか も株 主 は 経 済的 に 最 も有 利 な株式投 資 を行 う との 前提 に 立 っ て い

る ，

　 NTT の 株主 は 二 つ に 大別で きる ．一
つ は政 府で ，政府持株 は将来 とも 3 分の 1 を維持す

る こ と に な っ て お り ， 当分筆頭株主 で あ る こ とは 間違 い な い ． こ れ は定款変更，役員 の 解

任 ， 会 社 の 解 散等 に 関 す る議 決権 を有 して ， 国益 に反す る 支配権 が 及ば な い よ うにす る 最

後 の 手段 と し て の 役割 を果 た す た め で ある ． もう一方は 一
般株主で

， 個人 株主 が 多い ． こ

の よ うに
，
NTT の 株 主 は一

般 の 営利企 業 の そ れ とは 異 なる 面 を持 っ て い る の で
， 資本 コ

ス トの 測 定で も同 じような考 え方 を適 用 で きな い の は当然で あ ろ う．

　政 府 の 株式 所 有の 目的 は ，上 述 の よ うな い わ ゆ る公 益 性 の 維持 で あ っ て 利益 で は な い ．
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政府 は ， 当初 の 放出時に 大 きな株式公 開利益 を得た あ とは ，株式の 売買は 原 則 的に 行 わな

い の で ある ．そ の 意味 で は 企 業の 乗 っ 取 りを避 ける ため に株式相互 持合 い を行 っ て い る企

業株 主 と似 た状 況 に あ る ． こ の よ うに，投資収益率 を最 大化 す る とい う投資行 動 を と らな

い 株主 が 多 い 日本的 な企 業 の 資本 コ ス F に
， 米国的 な理 論 を適用す る と こ ろ に も大 きな問

題 が あ る．

6 ． お わ りに

　 わ が 国の 通信事業の 効率 向上 を 目的 と して 民営化 され た NTT は ，大規模組織 ゆ えの 非

効 率 を回 避 す る た め に事 業部制 を導 入 した ．そ の 事業部 制 は
， 米国 型 の 典 型 的 な事業部 制

で あ っ た ．す なわ ち
， それ ぞ れ の 事業部長が 経営者 か ら資本運用の 委託 を受 け，事 業運営

の 包括 的 な権 限 を委譲 され る と同時 に
， 利益責任 を負 う仕組み で 組織 の 効率化 を図 ろ うと

す る もの で あ る ． した が っ て ，利益 は事業部長 に と っ て 管理 可 能で な け れ ば な らな い が ，

NTT の 場合 に は ， 公 益 事業 で あ る こ と と ， 通 信 ネ ッ トワ
ー

ク を所有 して い る こ との 2 つ が

主 な原 因 とな っ て
， 利益 の 管理 可 能性が低 くな っ て い る 。

　 NTT が 企 業効 率 を向上 す る た め に
，

こ の よ うに 事業部制 を導 入 した こ と は
，

一
歩前進

と して 評価 され る もの の ，そ れ だ け で こ と足 りる と認識 す る な らば ，十 分 な成 果 を今後期

待 す る こ と は 難 しい で あ ろ う．事業部 制 の 本 来 の 趣 旨 を踏 ま えて ，そ の 長 所 を生 か す た め

に は NTT の 事業特性 に 合 わせ て
，

マ ネ ジ メ ン F ・コ ン ト ロ
ー

ル ・シ ス テ ム に 工 夫 を加 え

る こ とが 求め ら れ る は ずで ある ．

　典型 的な事業部制 マ ネジ メ ン ト ・コ ン トロ
ール 理論 と の 差が顕著 な の は ，実 は必 ず しも

NTT だ け に 限 らず ， 多 くの 日本企 業 に 当て は まる 現 実で は な か ろ うか ．本研 究 の ね ら い

は，NTT の 事業部制 管理 で 生 じる マ ネ ジ メ ン ト ・コ ン トロ
ール 上 の 問題 点 を浮 き彫 りに

し，そ れ らの 基礎 に あ る本 質的 な問 題 を整理 す る こ と を目的 とす る もの で あ っ たが ，今後

は
， NTT に お け る こ れ らの 問 題 を解 決 す る と同 時 に ， 日本企 業 の 多 くが抱 え る共 通 の 問

題 点 と して も捉 えて
， 研 究課 題 と した い ，
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Divisionalized  Management  systems  at  NTT
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Abstract

  This research  is fbcused on  the divisionalized management  systems  of  Nippon

Telegraph  and  Telephone  Corporation (NTT) as  an  exceptional  precedent  of  decen-

tralized profit management.

 In 1985, Nippon  Telegraph and  Telephone Public Corporation was  reorganized  into

a  private  company  in line with  Japan's new  telecommunications  industry liberaliza-

tion policy. This move  was  made  net  only  to end  the monopoly  of  Japan's telecommu-

nications  industry  by NTT  as  a  public corporation,  but also  to improve  the  efflcieney

ofNTT.  Saon  after  privatization,  NTT  replaced  its functional organization  with  a  divi-

sienal  one,  

'

 However,  NTT  as  a  private company  faees two major  problems  in organizing  itself

as  a  system  of  divisions, First, the company  must  still operate  under  government  reg-

ulations  with  a  mandate  to serve  as  a  public  utility.  And  seeond,  the  teleeommunica-

tions business itself with  its network  operation  structure  is not  conducive  to being

managed  under  a  divisional organization.  Fot a  division seeking  to enhance  its prof
itability, these  factors pose  censtraints  not  usually  faced by  the  typical private compa-

ny.

  The  aim  of  this paper is to examine  the  eQnstraints  faced  by  NTT  in this environ-

ment,  highlighting: the problems  division m4nagers  face in operating  under  a  regu-

lated tariff system;  lower controllability  on  itff expenses  sternrning  from  a  higher pre-

portion of  fixed costs;  and  their ensuing  effbcts  on  a  division manager's  ability  to eon-

trol profit.

Keywords
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Management  Control, NTT,  Perfbrmance  Evaluation, Profit Center, Public

Utility, TransferPrice
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